
平成17年10月14日平成18年 2月期 中間決算短信(連結)
上 場 会 社 名 株 式 会 社  パ ル 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 272 6 大 阪 府本社所在都道府県

（ＵＲＬ http://www.palgroup.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 取 締 役 社 長 氏 名 井 上 英 隆
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 管 理 本 部 長

氏 名 有 光 靖 治 Ｔ Ｅ Ｌ(     )06 6227－0308

中間決算取締役会開催日 平 成 17年 10月 14日
親 会 社 名 － (コード番号:    )－ 親会社における当社の株式保有比率： － ％
米国会計基準採用の有無 無

1.17年 8月中間期の連結業績 (   ～   )平 成17年 3月 1日 平 成17年 8月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 8月中間期       18,337    32.0       2,075   479.6       2,265   313.5
16年 8月中間期       13,896    18.8         358   △64.5         547   △52.0

17年 2月期       30,514－        1,621－        2,028－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

17年 8月中間期        1,157   259.6         154.02        151.82
16年 8月中間期          322   △49.3          46.88         46.54

17年 2月期        1,193－         169.75        168.36

(注 )1.持分法投資損益 17年 8月中間期 240百万円 16年 8月中間期          206百万円
17年 2月期          438百万円

2.期中平均株式数(連結) 17年 8月中間期      7,518,637株 16年 8月中間期      6,868,528株
17年 2月期      6,853,737株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 8月中間期       23,684       9,376     39.6       1,241.65
16年 8月中間期       19,515       7,522     38.5       1,095.24

17年 2月期       21,258       8,294     39.0       1,210.97
(注 )期末発行済株式数(連結) 17年 8月中間期      7,551,538株 16年 8月中間期      6,868,550株

17年 2月期      6,824,320株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
17年 8月中間期        2,193         216        △347        9,834
16年 8月中間期       △1,654          461        △644        6,880

17年 2月期         △228          135        △854        7,771

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    7 －     1

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2.18年 2月期の連結業績予想 (   ～   )平 成17年 3月 1日 平 成18年 2月28日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       40,000       4,150       2,400

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         317円82銭
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１．企業集団の概要 

 

当社の企業集団は、当社および連結子会社7 社ならびに関連会社１社にて構成されており、一般消費

者を対象とした店頭での衣料の販売を主な事業の内容とし、さらに雑貨の販売およびその他の事業を展

開しております。 

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

※平成 17 年 9 月 28 日付で㈱ナイスクラップの株式を追加取得したことにより、同社は当社の持分法適用関

連会社から連結子会社になっております。 

衣
料
等
の
企
画
・
販
売 

衣
料
の
販
売 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ビ
ジ
ネ

ス 
そ
の
他
の
販
売 

雑
貨
の
販
売 

衣
料
の
販
売 

衣
料
の
卸 

 
㈱  パ  ル 

 
（当 社） 

㈱インヴォー

クモード 

（連結子会社） 

㈱シェトワ 

 

（連結子会社） 

㈱アッカ 

 
（連結子会社） 

雑
貨
の
販
売 

㈱ナイスクラ

ップ 

(持分法適用 

関連会社) 

一般消費者 

衣料の卸 

㈱パル・リテイルシ

ステムズ・サービス 

（連結子会社） 

衣料小売店 

店
頭
販
売
業
務
の
委
託 

衣
料
の
販
売 

英･インター

ナショナル㈱ 

（連結子会社） 

㈱クリップ 

 

（連結子会社） 

（休眠中） 

ＦＣ小売店 
雑貨の卸 

㈱マグスタイル

 

（連結子会社） 

衣
料
の
販
売 



― 3 ― 

 ２. 経営方針 
（1）経営の基本方針 

当社は、｢常に新しいファッションライフの提案を通じて地域社会に貢献する｣ことを社是とし

ております。そしてその実現に向け、商品、サービス、販売技術、財務体質や社員の質などすべ

てにおいて、お客様はもとより、株主の方々、お取引先様、社会から認められる企業として成長

し、信頼を確立することを基本方針としております。 

（2）利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の方々に対する利益還元を経営の最重要政策のひとつと位置づけており、事業展

開の結果として必要な利益を確保した上で、内部留保を充実させることにより、企業体質の強化、

安定化を図り、このことを通じて株主の方々に長期にわたって安定した配当を継続することを基

本方針としております。 

（3）経営戦略 

当企業集団は、①生産のグローバル化による高感度・低価格・高粗利益率商品の供給を推進す

ることにより、価格訴求力と収益力とを同時に追求することを目指すとともに、②人員配置・店
舗運営の効率化を推進し、経営資源の最適配置を図るよう努めてまいります。また、③顧客満足

度（ＣＳ）向上のため全社的な運動を展開し、お客様のご支持をいただけるよう努めてまいりま

す。 
以上の施策を推進することで経営基盤の拡充を図り、安定的な成長を目指していく所存であり

ます。 

（4）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、環境の変化に迅速に対応できる組織および公正な経営体制を構築し維持することを

通じて、企業価値の持続的な向上を図ることを、コーポレート・ガバナンスの基本的な方針、

目標としております。 
（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営組織その他コーポレート・ガバナンス

体制の状況等について 

・取締役会 

取締役会は、毎月１回、その他必要に応じて開催し、経営上の重要事項を審議のうえ決

定しております。 

・監査役会 

監査役会は、監査役３名で構成され、全員が社外監査役であります。取締役の業務執行

に関する監査を行っております。 

・内部監査室 

内部監査室は、定められた内部監査方針に基づき内部監査を実施しており、監査状況な

らびに監査結果については、定期的に報告を行っております。 

・会議体および委員会 

役員連絡会 

役員連絡会を定期的に開催し、情報や課題の共有化に努め、あわせてグループ経営

の効率化を図っております 

経営企画委員会 

社長の諮問機関として経営企画委員会を設置し、経営に関する基本方針について検

討し、社長へ諮問を行っております。 

ＣＳ推進委員会 

ＣＳ(顧客満足)に対する教育の推進および全社的問題点の収集と改善策の提示を

行い、各執行機関に対して実施計画の作成と実施のフォローアップを行っております。 

・内部通報制度 

社内に内部通報のホットラインを設置し、社内問題の未然の解決を図っております。 
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・情報開示について 

当社の経営方針と営業活動をすべてのステークホルダーに正しく理解していただくため

に、法定の情報開示に止まらず任意の情報開示を積極的に行うとともに、開示の内容の充

実に努めております。 

 

３．経営成績及び財政状態 

（1）経営成績 

当上半期におけるわが国経済は、原油や鋼材など輸入原材料価格の高騰や中国元の切上げ等の

懸念材料はあるものの、企業業績の回復基調が鮮明になったことに加え、雇用状況の改善や個人

消費に持ち直しの動きが見られるなど、全体として緩やかな景気回復基調で推移いたしました。

一方、小売業界の環境につきましては、消費者物価指数は依然として低下傾向にありますが、雇

用環境の改善等を背景に消費マインドが上向き、高額商品の購入意欲が強くなるなど、一部に回

復の兆しが見えてまいりました。 

このような状況の中、当企業集団は業態の確立と出店の促進とを積極的に行うとともに、業態

転換による既存店の活性化と不振店舗の撤退とを推し進め、業容の拡大と経営効率の改善に努め

てまいりました。 

衣料事業におきましては、①前年度不振であった「チャオパニック」が企画担当者の若返りや

価格戦略の見直し等によって復調したこと、②前年下半期に復調したフレンチカジュアル業態が

引き続き好調であったこと、③「ガリャルダガランテ」「ＤＯＵＤＯＵ」「barak」など前年度から

好調であったブランドに加え、ユーズド業態、「シェトワ」なども前年対比で大幅に売上を伸ばす

等、総じて好調に推移しました結果、売上高は前年同期比24.3％増加の 13,571百万円となりまし

た。 

雑貨事業におきましては、売上高は前年同期比62.5％増加の3,644 百万円となり、順調に拡大

いたしました。 

以上の結果、当中間連結会計期間における当企業集団の売上高は前年同期比32.0％増の18,337

百万円となりました。 

利益面につきましては、売上高の拡大、売上総利益率の改善（前年同期比 2.0 ポイント上昇）、

ならびに人件費を始めとした経費管理の徹底等によって、経常利益は前年同期比 313.5％増の

2,265 百万円となり、中間純利益は前年同期比259.6％増の1,157百万円と、大幅増益となりまし

た。 

 

（2）財政状態 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によ

り取得した資金が2,193百万円となる等により、前連結会計年度末に比べ2,063百万円（26.5％）

増加し、9,834百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

前中間連結会計期間におきましては、営業活動に使用した資金1,654百万円でありましたが、当

中間連結会計期間は、税金等調整前中間純利益が増加したこと等により、営業活動の結果取得し

た資金は、2,193百万円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

前中間連結会計期間におきましては、投資活動の結果取得した資金は461百万円でありましたが、

当中間連結会計期間は、主として保証金の差入と返還による純収入218百万円により、投資活動に

より取得した資金は216百万円となりました。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

前中間連結会計期間におきましては、財務活動の結果使用した資金は644百万円でありましたが、

当中間連結会計期間の財務活動により使用した資金は、長期借入金の借入と返済による純収入202

百万円がありましたが、短期借入金の減少による支出127百万円ならびに割賦未払金の支払による

支出388百万円等により、財務活動による資金の支出は347百万円となりました。 

 

なお、キャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。 
 平成16年2月期 平成17年2月 

中間期 
平成17年2月期 平成18年2月 

中間期 

自己資本比率(％) 34.3 38.5 39.0 39.6 

時価ベースの自己資本比率(％) 126.9 101.0 80.9 196.7 

債務償還年数(年) 2.9 ― ― 1.5 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) 25.1 △26.6 △2.0 37.8 

自己資本比率       ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数       ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ    ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 平成17年２月中間期および平成17年2月期の債務償還年数は、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーがマイナスのため記載しておりません。 

 

（3）当上半期のセグメント別の販売実績 

セグメント 金額(百万円) 前年同期比（％） 

衣料事業     
  フレンチカジュアル 3,969  128.2  
  ユニセックス 2,726  132.7  
タウンカジュアル 3,839  122.2  
  アウトレット 1,952  110.6  

  ユーズド 876  146.5  

  フランチャイズ 207  78.0  

    衣料事業合計 13,571   124.3   

雑貨事業 3,644   162.5   

その他の事業 1,122   153.5   

    合   計 18,337   132.0   

 

（4）店舗の状況(平成17年３月１日～平成17 年８月31 日) 

   前連結会計年度末の店舗数     251 店 

   新規店舗数             19 店 

   退店店舗数             19 店 

   当中間連結会計期間末の店舗数   251 店 

 

（5）通期の見通し 

通期の業績見通につきましては、売上高は前年比 31.1％増の 400 億円、経常利益は前年比

104.6％増の41 億5 千万円、当期純利益は前年比101.1％増の24億円を見込んでおります。 

なお㈱ナイスクラップにつきましては平成 17年9月28 日に株式を追加取得したことにより、

持分法適用関連会社から連結子会社となりました。これによる通期業績への影響額は、売上高

40 億円、経常利益2 億円を見込んでおります。 
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４ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 
 

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   6,880,887   9,834,986   7,771,790  

２ 受取手形及び売掛金   1,231,046   1,631,456   1,358,827  

３ たな卸資産   1,831,772   2,146,619   1,974,932  

４ 繰延税金資産   115,300   195,696   128,523  

５ その他   164,333   185,641   180,926  

６ 貸倒引当金   ―   △1,510   △1,627  

流動資産合計   10,223,340 52.4  13,992,889 59.1  11,413,373 53.7 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物 ※２  1,839,544   1,821,720   1,928,780  

(2) その他 ※２  390,184   362,405   378,265  

有形固定資産合計   2,229,729 11.4  2,184,125 9.2  2,307,046 10.8 

２ 無形固定資産           

(1) 連結調整勘定   6,169   7,000   8,000  

(2) その他   50,468   48,154   52,148  

無形固定資産合計   56,638 0.3  55,154 0.2  60,148 0.3 

３ 投資その他の資産           

(1) 保証金 ※２  5,526,042   5,569,338   5,785,877  

(2) 関係会社株式   1,086,677   1,511,868   1,303,113  

(3) 繰延税金資産   70,663   76,971   76,615  

(4) その他 ※２  378,013   349,127   367,316  

(5) 貸倒引当金   △55,757   △54,943   △55,005  

投資その他の資産 
合計   7,005,639 35.9  7,452,363 31.5  7,477,916 35.2 

固定資産合計   9,292,008 47.6  9,691,642 40.9  9,845,111 46.3 

資産合計   19,515,348 100.0  23,684,532 100.0  21,258,485 100.0 
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前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金   2,646,955   3,873,037   3,299,059  

２ 短期借入金 ※２  1,918,348   756,348   883,348  

３ １年以内返済予定 
  長期借入金 ※２  842,182   1,714,365   1,686,897  

４ 未払法人税等   171,835   884,593   265,977  

５ 賞与引当金   225,800   313,984   231,900  

６ 返品調整引当金   1,651   1,095   1,330  

７ その他 ※３  1,288,339   1,428,580   1,337,808  

流動負債合計   7,095,113 36.4  8,972,005 37.9  7,706,322 36.2 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２  3,585,003   4,126,240   3,950,941  

２ 退職給付引当金   24,951   28,616   26,927  

３ 役員退職慰労引当金   85,200   92,100   88,100  

４ 長期未払金   1,112,515   978,491   1,075,722  

５ その他   64,525   77,797   86,025  

固定負債合計   4,872,195 25.0  5,303,245 22.4  5,227,716 24.6 

負債合計   11,967,308 61.4  14,275,250 60.3  12,934,038 60.8 

           

(少数株主持分)           

少数株主持分   25,327 0.1  32,925 0.1  30,417 0.2 

           

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   1,674,400 8.6  1,674,400 7.1  1,674,400 7.9 

Ⅱ 資本剰余金   1,873,321 9.6  1,873,276 7.9  1,873,321 8.8 

Ⅲ 利益剰余金   4,205,807 21.5  6,098,181 25.7  5,077,227 23.9 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金   19,478 0.1  △6,705 △0.0  4,862 0.0 

Ⅴ 自己株式   △250,296 △1.3  △262,796 △1.1  △335,782 △1.6 

資本合計   7,522,711 38.5  9,376,356 39.6  8,294,029 39.0 

負債、少数株主持分 
及び資本合計   19,515,348 100.0  23,684,532 100.0  21,258,485 100.0 
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② 【中間連結損益計算書】 
 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   13,896,120 100.0  18,337,911 100.0  30,514,093 100.0 

Ⅱ 売上原価   6,854,640 49.3  8,668,286 47.3  15,168,484 49.7 

売上総利益   7,041,479 50.7  9,669,624 52.7  15,345,609 50.3 

返品調整引当金 
戻入額   38 0.0  234 0.0  359 0.0 

差引売上総利益   7,041,517 50.7  9,669,859 52.7  15,345,969 50.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  6,683,438 48.1  7,594,513 41.4  13,724,956 45.0 

営業利益   358,079 2.6  2,075,346 11.3  1,621,013 5.3 

Ⅳ 営業外収益           

１ 賃貸料収入  1,500   1,341   3,167   

２ 持分法による 
投資利益 

 206,857   240,605   438,887   

３ 消費税簡易課税差額
収入  28,794   519   60,198   

４ 連結調整勘定償却額  1,830   －   3,660   

５ その他  10,036 249,019 1.7 9,910 252,377 1.4 17,473 523,386 1.7 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  56,014   57,185   109,170   

２ その他  3,091 59,105 0.4 4,689 61,874 0.3 6,885 116,055 0.4 

経常利益   547,992 3.9  2,265,848 12.4  2,028,343 6.6 

Ⅵ 特別利益           

１ 店舗設備受贈益  6,527 6,527 0.0 － － － 6,527 6,527 0.0 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損  57,572   226,011   124,162   

２ リース解約損  15,289 72,862 0.4 53,783 279,795 1.6 24,488 148,650 0.4 

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  481,657 3.5  1,986,053 10.8  1,886,220 6.2 

法人税、住民税 
及び事業税 

 180,352   894,499   728,250   

法人税等調整額  △21,524 158,827 1.2 △68,951 825,548 4.5 △41,369 686,881 2.3 

少数株主利益   826 0.0  2,508 0.0  5,915 0.0 

中間(当期)純利益   322,003 2.3  1,157,996 6.3  1,193,423 3.9 
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③ 【中間連結剰余金計算書】 
 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,873,276  1,873,321  1,873,276 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１ 自己株式処分差益  45 45 ― ― 45 45 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

１ 自己株式処分差損  ― ― 45 45 ― ― 

Ⅳ  資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  1,873,321  1,873,276  1,873,321 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   4,138,518  5,077,227  4,138,518 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１ 中間(当期)純利益  322,003 322,003 1,157,996 1,157,996 1,193,423 1,193,423 

Ⅲ  利益剰余金減少高        

１ 配当金  171,714  102,364  171,714  

２ 役員賞与  83,000  30,000  83,000  

３ 自己株式処分差損  ― 254,714 4,677 137,042 ― 254,714 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  4,205,807  6,098,181  5,077,227 
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 税金等調整前中間(当期)純利益  481,657 1,986,053 1,886,220 

２ 減価償却費  211,004 209,929 437,571 

３ 連結調整勘定償却額  △1,830 1,000 △3,660 

４ 持分法による投資利益  △206,857 △240,605 △438,887 

５ 貸倒引当金の減少額  △5,535 △178 △4,660 

６ 賞与引当金の増加額  98,520 82,084 104,620 

７ 返品調整引当金の減少額  △38 △234 △359 

８ 退職給付引当金の増加額  3,202 1,688 5,178 

９ 役員退職慰労引当金の増加額  1,800 4,000 4,700 

10 受取利息及び受取配当金  △1,596 △1,591 △3,099 

11 支払利息  56,014 57,185 109,170 

12 有形固定資産除却損  54,513 193,633 115,454 

13 売上債権の減少(△増加)額  246,302 △272,628 118,521 

14 たな卸資産の増加額  △56,631 △171,686 △199,791 

15 仕入債務の増加(△減少)額  △1,491,476 573,977 △839,371 

16 未払消費税等の増加(△減少)額  △95,068 122,642 △96,643 

17 役員賞与の支払額  △83,000 △30,000 △83,000 

18 その他  △213,154 19,256 △182,553 

小計  △1,002,174 2,534,526 929,410 

19 利息及び配当金の受取額  135 18,307 176 

20 利息の支払額  △62,187 △57,984 △113,799 

21 法人税等の支払額  △590,252 △301,548 △1,044,009 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,654,478 2,193,300 △228,222 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 有形固定資産の取得による支出  △6,527 △1,363 △68,288 

２ 投資有価証券の取得による支出  △11,100 ― △11,100 

３ 長期貸付金の回収による収入  300 300 600 

４ 保証金の差入による支出  △613,652 △237,932 △1,128,258 

５ 保証金の返還による収入  1,096,662 455,954 1,352,894 

６ 無形固定資産の取得による支出  △4,635 ― △10,569 
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 461,047 216,958 135,277 
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前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の増減額  183,300 △127,000 △851,700 

２ 長期借入れによる収入  381,114 956,787 1,785,850 

３ 長期借入金の返済による支出  △795,906 △754,020 △989,989 

４ 割賦未払金の支払による支出  △261,514 △388,728 △560,669 
５ 少数株主からの払込みによる 
収入  20,000 ― 20,000 

６ 配当金の支払額  △171,714 △102,364 △171,714 
７ ストックオプションの行使 
  による収入  ― 79,033 ― 

８ 自己株式の売却による収入  198 ― 198 

９ 自己株式の取得による支出  △316 △10,770 △86,397 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △644,838 △347,063 △854,422 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加(△減少)額 

 △1,838,270 2,063,195 △947,367 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 8,719,157 7,771,790 8,719,157 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 ※１ 6,880,887 9,834,986 7,771,790 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数  ７社 

   連結子会社の名称 
    英・インターナショナル㈱ 
    ㈱アッカ 

    ㈱クリップ 
    ㈱インヴォークモード 
    ㈱パル・リテイルシステム

ズ・サービス 
    ㈱シェトワ 
    ㈱マグスタイル 

㈱マグスタイルは、当中間連
結会計期間において設立し
たことにより連結子会社と

なったものであります。 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数  ７社 

   連結子会社の名称 
    英・インターナショナル㈱ 
    ㈱アッカ 

    ㈱クリップ 
    ㈱インヴォークモード 
    ㈱パル・リテイルシステム

ズ・サービス 
    ㈱シェトワ 
    ㈱マグスタイル 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数  ７社 

   連結子会社の名称 
    英・インターナショナル㈱ 
    ㈱アッカ 

    ㈱クリップ 
    ㈱インヴォークモード 
    ㈱パル・リテイルシステム

ズ・サービス 
    ㈱シェトワ 
    ㈱マグスタイル 

㈱マグスタイルは、当連結会
計年度において設立したこ
とにより連結子会社となっ

たものであります。 
 (2) 非連結子会社の数 ０社  (2) 非連結子会社の数  ０社  (2) 非連結子会社の数  ０社 

２ 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法適用会社の数  １社 

  持分法適用関連会社の名称 
    ㈱ナイスクラップ 

２ 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法適用会社の数  １社 

  持分法適用関連会社の名称 
    ㈱ナイスクラップ 

２ 持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法適用会社の数  １社 

  持分法適用関連会社の名称 
    ㈱ナイスクラップ 

 (2) 持分法非適用会社の数 ０社  (2) 持分法非適用会社の数 ０社  (2) 持分法非適用会社の数 ０社 
 (3) 持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認め
られる事項 
   持分法適用会社は中間決算日

が相違しておりますが、当該会
社の事業年度に係る財務諸表を
使用しております。 

 (3) 持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認め
られる事項 

同左 

 (3) 持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認め
られる事項 
   持分法適用会社は決算日が相

違しておりますが、当該会社の
事業年度に係る財務諸表を使用
しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 
  ㈱マグスタイルを除く連結子会

社の中間決算日は、中間連結決算
日と一致しております。 
  ㈱マグスタイルの中間決算日

は、7月31日であります。中間連
結財務諸表の作成にあたっては、
同日現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上
必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項 
  ㈱マグスタイルを除く連結子会

社の決算日は、連結決算日と一致
しております。 
  ㈱マグスタイルの決算日は１月

31日であります。連結財務諸表の
作成にあたっては、同日現在の財
務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行ってお
ります。 



ファイル名:080_9226800501711.doc 更新日時:05/10/07 18:11 印刷日時:05/10/11 9:13 

― 13 ― 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法 

  イ 有価証券 
   その他有価証券 
    時価のあるもの 

     中間連結会計期間末日の
市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法 

  イ 有価証券 
   その他有価証券 
    時価のあるもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法 

  イ 有価証券 
   その他有価証券 
    時価のあるもの 

     連結会計年度末日の市場
価格等に基づく時価法(評
価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移
動平均法により算定) 

    時価のないもの 
     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 
同左 

    時価のないもの 
     移動平均法による原価法 

  ロ たな卸資産 
    主として個別法による原価
法 

  ロ たな卸資産 
同左 

  ロ たな卸資産 
同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 
  イ 有形固定資産 

    定率法 
ただし、建物(建物附属設
備を除く)については定額法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 
  イ 有形固定資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 
  イ 有形固定資産 

   同左 

  ロ 無形固定資産 
    定額法 
    なお、自社利用のソフトウ

エアについては社内における
見込利用可能期間(５年)に基
づく定額法 

  ロ 無形固定資産 
同左 

  ロ 無形固定資産 
同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  イ 貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収の可能性を検
討し、回収不能見込額を計上
しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  イ 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 
    従業員に対する賞与の支払
に備えるため、当中間連結会

計期間の負担すべき支給見込
額を計上しております。 

  ロ 賞与引当金 
同左 

  ロ 賞与引当金 
    従業員に対する賞与の支払
に備えるため、当連結会計年

度の負担すべき支給見込額を
計上しております。 

  ハ 返品調整引当金 

    販売した製品の返品による
損失に備えるため、法人税法
の繰入限度額相当額を計上し

ております。 

  ハ 返品調整引当金 

同左 

  ハ 返品調整引当金 

同左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  ニ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付の支給に
備えるため、退職給付会計に

関する実務指針(日本公認会
計士協会会計制度委員会報告
第13号)に定める簡便法に基

づき中間連結会計期間末にお
ける自己都合要支給額を計上
しております。 

  ニ 退職給付引当金 
同左 

  ニ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える
ため、退職給付会計に関する

実務指針(日本公認会計士協
会会計制度委員会報告第13
号)に定める簡便法に基づき

当連結会計年度末における自
己都合要支給額を計上してお
ります。 

  ホ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職に備え、内規に
基づく中間連結会計期間末要
支給額を計上しております。 

  ホ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ホ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職に備え、内規に
基づく連結会計年度末要支給
額を計上しております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に
ついては通常の賃貸借取引に準
じた会計処理によっておりま

す。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 
同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 
同左 

 (5) その他中間連結財務諸表作成
のための重要な事項 

 (5) その他中間連結財務諸表作成
のための重要な事項 

 (5) その他連結財務諸表作成のた
めの重要な事項 

   消費税等の会計処理方法 
   税抜方式によっております。 

   消費税等の会計処理方法 
同左 

   消費税等の会計処理方法 
同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 
  中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなっており

ます。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 
同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 
  連結キャッシュ・フロー計算書
における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し
可能な預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日
から３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっておりま

す。 
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表示方法の変更 
 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間まで投資その他の資産の「そ
の他」に含めて表示していた「関係会社株式」は、
資産の総額の100分の５を超えることとなったため区

分掲記することに変更しました。 
なお、前中間連結会計期間における関係会社株式
の金額は、652,805千円であります。 

―― 

 

 

 



ファイル名:080_9226800501711.doc 更新日時:05/10/07 18:11 印刷日時:05/10/11 9:13 

― 16 ― 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
 

前中間連結会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

1,096,807千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

1,229,730千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

1,234,715千円 
   
※２ 建物56,946千円、土地(有形
固定資産「その他」)315,220千

円、保証金4,198,539千円及び
保険積立金(投資その他の資産
「その他」)95,661千円は、長

期借入金3,523,474千円、１年
以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金
788,186千円及び短期借入金

118,348千円の担保に供してお
ります。 

※２ 建物100,369千円、土地(有形
固定資産「その他」)315,220千

円、保証金4,825,858千円及び
保険積立金(投資その他の資産
「その他」)95,661千円は、長

期借入金3,866,417千円、１年
以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金
1,393,313千円及び短期借入金

158,348千円の担保に供してお
ります。 

※２ 建物101,799千円、土地(有形
固定資産「その他」)315,220千

円、保証金4,694,602千円及び
保険積立金(投資その他の資産
「その他」)95,661千円は、長

期借入金3,277,154千円、１年
以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金
1,605,866千円及び短期借入金

118,348千円の担保に供してお
ります。 

   

※３ 消費税等の取扱い 
   仮払消費税等及び仮受消費税
等は相殺のうえ、流動負債(そ

の他)に含めて表示しておりま
す。 

※３ 消費税等の取扱い 
同左 

※３     ――― 
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(中間連結損益計算書関係) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要
項目 
１ 販売手数料及び 
  広告宣伝費 271,005 千円

２ 運送保管費 260,590 

３ 給与手当・賞与 1,971,888 

４ 賞与引当金 
  繰入額 225,800 

５ 退職給付引当金 
  繰入額 

3,926 

６ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 1,800 

７ 福利厚生費 319,297 

８ 賃借料 2,367,712 

９ リース料 146,661 
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要
項目 
１ 販売手数料及び 
  広告宣伝費 254,172 千円

２ 運送保管費 350,459 

３ 給与手当・賞与 2,112,837 

４ 賞与引当金 
  繰入額 313,984 

５ 退職給付引当金 
  繰入額 

3,130 

６ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 4,000 

７ 福利厚生費 377,596 

８ 賃借料 2,822,126 

９ リース料 175,275 
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要
項目 
１ 販売手数料及び 
  広告宣伝費 554,619 千円

２ 運送保管費 606,676 

３ 給与手当・賞与 4,167,002 

４ 賞与引当金 
  繰入額 231,900 

５ 退職給付引当金 
  繰入額 

6,855 

６ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 4,700 

７ 福利厚生費 644,351 

８ 賃借料 4,940,299 

９ リース料 312,805 
 

   

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成16年８月31日現在) 

現金及び預金勘定 6,880,887 千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

―

現金及び現金同等物 6,880,887
   

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 (平成17年８月31日現在) 

現金及び預金勘定 9,834,986 千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

―

現金及び現金同等物 9,834,986
   

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成17年２月28日現在) 

現金及び預金勘定 7,771,790 千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

―

現金及び現金同等物 7,771,790
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(リース取引関係) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具備品 1,174,440 480,736 693,704 

ソフト 
ウェア 72,336 21,791 50,544 

合計 1,246,776 502,527 744,248 

 

① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具備品 1,255,666 586,833 668,833 

ソフト 
ウェア 68,578 21,963 46,615 

合計 1,324,244 608,796 715,448 

 

① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

器具備品 1,261,976 520,571 741,405 

ソフト 
ウェア 72,636 25,395 47,240 

合計 1,334,612 545,966 788,646 

 
   

② 未経過リース料中間期末残高相
当額 
１年内 228,827千円

１年超 540,521千円

合計 769,349千円
 

② 未経過リース料中間期末残高相
当額 
１年内 247,145千円

１年超 501,003千円

合計 748,149千円
 

② 未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 249,648千円

１年超 566,309千円

合計 815,957千円
 

   
③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
支払リース料 126,666千円
減価償却費相当額 112,397千円

支払利息相当額 16,704千円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
支払リース料 153,357千円
減価償却費相当額 136,558千円

支払利息相当額 18,386千円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
支払リース料 268,831千円
減価償却費相当額 239,474千円

支払利息相当額 34,256千円
 

   
④ 減価償却費相当額の算定方法

は、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によっ
ております。 

④      同左 ④      同左 

   
⑤ 利息相当額の算定方法は、リー
ス料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

⑤      同左 ⑤      同左 
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間(平成16年８月31日現在) 

その他有価証券 

１ 時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(千円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 7,618 13,778 6,159 
② 債券    
国債・地方債等 ― ― ― 
社債 ― ― ― 
その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 
計 7,618 13,778 6,159 

 

２ 時価評価されていない主なもの 

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円) 
① 非上場株式(店頭売買株式を除
く) 

11,100 

計 11,100 

 

当中間連結会計期間(平成17年８月31日現在) 

その他有価証券 

１ 時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(千円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 7,618 18,931 11,312 
② 債券    
国債・地方債等 ― ― ― 
社債 ― ― ― 
その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 
計 7,618 18,931 11,312 

 

２ 時価評価されていない主なもの 

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円) 
① 非上場株式 11,100 

計 11,100 
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前連結会計年度(平成17年２月28日現在) 

その他有価証券 
 

１ 時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 

① 株式 

② 債券 

③ その他 

7,618 

― 

― 

15,427 

― 

― 

7,808 

― 

― 

計 7,618 15,427 7,808 

(注) １ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 
２ 連結会計年度末日における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行っており
ます。 

２ 時価評価されていないもの 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

① 非上場株式 11,100 

計 11,100 

 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(平成16年８月31日現在) 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間(平成17年８月31日現在) 

該当事項はありません。 

 

前連結会計年度(平成17年２月28日現在) 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日) 
 

 
衣料事業 
(千円) 

雑貨事業 
(千円) 

その他の事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

 売上高       

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 10,921,512 2,243,180 731,428 13,896,120 ― 13,896,120 

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

5,253 ― 1,315,610 1,320,863 (1,320,863) ― 

計 10,926,765 2,243,180 2,047,039 15,216,984 (1,320,863) 13,896,120 

  営業費用 10,801,227 2,094,144 1,964,070 14,859,442 (1,321,400) 13,538,041 

  営業利益 125,538 149,035 82,968 357,542 536 358,079 

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分を基準として、商品の種類・性質、商品の製造・仕入の方法

によって区分しております。 
２ 各事業の主な内容 
 (1) 衣料事業…………衣料品の小売(仕入販売)事業 

 (2) 雑貨事業…………日用雑貨品の卸売、小売(仕入販売)事業 
 (3) その他の事業……衣料品の製造、飲食業ほか 
３ 営業費用のうち、配賦不能営業費用はありません。 

 

当中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 
 

 
衣料事業 
(千円) 

雑貨事業 
(千円) 

その他の事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

 売上高       

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 13,571,124 3,644,082 1,122,703 18,337,911 ― 18,337,911 

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

7,729 ― 1,611,779 1,619,508 (1,619,508) ― 

計 13,578,854 3,644,082 2,734,482 19,957,419 (1,619,508) 18,337,911 

  営業費用 11,990,375 3,323,392 2,569,489 17,883,258 (1,620,693) 16,262,565 

  営業利益 1,588,478 320,690 164,993 2,074,161 1,184 2,075,346 

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分を基準として、商品の種類・性質、商品の製造・仕入の方法

によって区分しております。 
２ 各事業の主な内容 
 (1) 衣料事業…………衣料品の小売(仕入販売)事業 

 (2) 雑貨事業…………日用雑貨品の卸売、小売(仕入販売)事業 
 (3) その他の事業……衣料品の製造、飲食業ほか 
３ 営業費用のうち、配賦不能営業費用はありません。 
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前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 
 

 
衣料事業 
(千円) 

雑貨事業 
(千円) 

その他の事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

  売上高       

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

23,711,602 5,164,630 1,637,860 30,514,093 ― 30,514,093 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 11,894 ― 2,716,283 2,728,178 (2,728,178) ― 

計 23,723,496 5,164,630 4,354,144 33,242,272 (2,728,178) 30,514,093 

  営業費用 22,637,563 4,833,957 4,154,670 31,626,190 (2,733,109) 28,893,080 

  営業利益 1,085,933 330,673 199,474 1,616,081 4,931 1,621,013 

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分を基準として、商品の種類・性質、商品の製造・仕入の方法
によって区分しております。 
２ 各事業の主な内容 
 (1) 衣料事業……………衣料品の小売(仕入販売)事業 
 (2) 雑貨事業……………日用雑貨品の卸売、小売(仕入販売)事業 
 (3) その他の事業………衣料品の製造、飲食業ほか 
３ 営業費用のうち、配賦不能営業費用はありません。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、本邦以外の国又は

地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、海外売上高がない

ため、該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額 1,095円24銭
 

１株当たり純資産額 1,241円65銭
 

１株当たり純資産額 1,210円97銭
 

１株当たり中間純利益 46円88銭
 

１株当たり中間純利益 154円02銭
 

１株当たり当期純利益 169円75銭
 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

46円54銭
 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

151円82銭
 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

168円36銭
    

(注) １ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

(中間)連結損益計算書上の中間(当期)純利益(千円) 322,003 1,157,996 1,193,423 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 322,003 1,157,996 1,163,423 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 

利益処分による役員賞与金 

 

― 

 

― 

 

30,000 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 30,000 

普通株式の期中平均株式数(株) 6,868,528 7,518,637 6,853,737 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の

算定に用いられた中間(当期)純利益調整額の主

要な内訳(千円) 

― ― ― 

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の

算定に用いられた普通株式増加数の主要な内訳
(株) 

新株予約権 50,049 108,598 56,632 

普通株式増加数(株) 50,049 108,598 56,632 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間(当期)純利益の算定に含められな

かった潜在株式の概要 

― ― ― 

２ 株式分割について 
  当中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 
当社は平成17年４月20日付で普通株式１株に対し普通株式1.1株の割合で株式分割を行いました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以
下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額 995円67銭
 

１株当たり純資産額 1,100円88銭
 

１株当たり中間純利益 42円62銭
 

１株当たり当期純利益 154円32銭
 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 42円31銭
 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 153円05銭
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(重要な後発事象) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 自己株式の取得 
   当社は、平成16年10月15日開
催の取締役会において、商法第
211条の3第1項第2号の規定に基
づく自己株式の取得について、
次のとおり決議いたしました。 
①自己株式取得の理由 
機動的な資本政策の遂行 

   ②取得する株式の種類 
     当社普通株式 
   ③取得する株式の総数 
     20万株（上限） 
   ④株式の取得価額の総額 
     ６億円（上限） 
   ⑤自己株式取得の期間 

平成16年10月18日から 
平成17年１月17日まで 

１ 株式分割 
   当社は、平成17年10月４日開
催の取締役会において、新株の
発行について、次のとおり決議
いたしました。 
   ①発行の方法 
    平成17年12月20日をもって
普通株式１株を1.2株に分
割する。 

   （1）分割により増加する株
式数 
普通株式 1,540,000株 

   （2）分割方法 
     平成17年10月31日現在の

株主名簿および実質株主
名簿に記載された株主の
所有株式数を１株につき
1.2株の割合をもって分
割する。 

   ②配当起算日 
    平成17年９月１日 
 
  前期首に当該株式分割が行われ
たと仮定した場合における（１
株当たり情報）の各数値はそれ
ぞれ以下のとおりであります。 

前中間連結会計
期間 

(自 平成16年
３月１日 
至 平成16年 
８月31日) 

当中間連結会計
期間 

(自 平成17年
３月１日 
至 平成17年 
８月31日) 

前連結会計年度 
 

(自 平成16年
３月１日 
至 平成17年 
２月28日) 

１株当たり純資
産額 
 829円73銭 

 
１株当たり中間
純利益 
35円52銭 
 

潜在株式調整後 
１株当たり中間
純利益 
35円26銭 

１株当たり純資
産額 
1,034円71銭 

 
１株当たり中間
純利益 
128円35銭 

 
潜在株式調整後 
１株当たり中間
純利益 
126円52銭 

１株当たり純資
産額 
917円40銭 

 
１株当たり当期
純利益 
128円60銭 

 
潜在株式調整後 
１株当たり当期
純利益 
127円54銭 

  
２ 持分法適用関連会社である株式
会社ナイスクラップの株式取
得 
   当社は、平成17年９月22日開
催の取締役会において、関連会
社である株式会社ナイスクラッ
プとの業務提携をさらに強固な
ものにするため、株式を追加取
得し連結子会社化することを決
議し、平成17年９月28日に株式
を取得いたしました。 
①取得の相手先 

   菊地博己 
 

１ 株式分割 
   当社は、平成17年１月25日開
催の取締役会決議にもとづき、
次のとおり新株を発行しており
ます。 
   ①発行の方法 
    平成17年４月20日をもって
普通株式１株を1.1株に分
割する。 

   （1）分割により増加する株
式数 

     普通株式  700,000株 
   （2）分割方法 
     平成17年２月28日現在の

株主名簿および実質株主
名簿に記載された株主の
所有株式数を１株につき
1.1株の割合をもって分
割する。 

   ②配当起算日 
    平成17年３月１日 
 
  前期首に当該株式分割が行われ
たと仮定した場合における（１
株当たり情報）の各数値はそれ
ぞれ以下のとおりであります。 
前連結会計年度 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額 

971円83銭 

 

１株当たり当期純利益 

171円87銭 

 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

170円86銭 

１株当たり純資産額 

1,100円88銭 

 

１株当たり当期純利益 

154円32銭 

 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

153円05銭 
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前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 

②取得の時期 
 平成17年９月28日 

③取得する株式数 
    1,452,000株 

④取得する価額 
          653百万円 
⑤追加取得後の持分比率 

   47.00％ 
⑥同社の最近事業年度における
業績（平成17年１月期） 
 売上高     7,365百万円 
 当期純利益     230百万円 
 総資産     8,138百万円 
 株主資本    6,635百万円 

 

 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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５. 仕入、販売の状況 

(1) 仕入実績 

事業部門別仕入高 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 

衣料事業 5,417,322 77.5 6,356,526 71.8 11,769,482 76.2 

雑貨事業 1,255,790 18.0 2,000,870 22.6 2,930,696 19.0 

その他の事業 318,594 4.5 493,181 5.6 748,763 4.8 

合計 6,991,707 100.0 8,850,579 100.0 15,448,942 100.0 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

(2) 販売実績 

事業部門別売上高 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 

衣料事業 10,921,512 78.6 13,571,124 74.0 23,711,602 77.7 

雑貨事業 2,243,180 16.1 3,644,082 19.9 5,164,630 16.9 

その他の事業 731,428 5.3 1,122,703 6.1 1,637,860 5.4 

合計 13,896,120 100.0 18,337,911 100.0 30,514,093 100.0 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

 


